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令和4年 令和5年

６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月

1.43 1.43 1.44 1.47 1.46 1.45 1.43 1.44 1.46 1.46 1.45 1.44

1.27 1.28 1.31 1.32 1.34 1.35 1.36 1.35 1.34 1.32 1.32 1.31
○季節調整法はセンサス局法Ⅱ（X－12－ARIMA）による。 なお、令和4年12月以前の数値は、令和5年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

（注1）本公表資料における有効求人倍率、有効求人数、新規求人数は、宮崎労働局管内のハローワークが受理した求人数（受理地別求人数）により算出したものである。

（注2）ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和3年9月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で求職登録した求職者数や、求職者
　　　　がハローワークインターネットサービスの求人に直接応募した就職件数等が含まれている。

報道関係者 　各位

一般職業紹介状況（令和5年5月分）

　有効求人倍率〈季節調整値、倍〉　

全　　国

宮　　崎

令和5年5月の有効求人倍率（受理地別・季節調整値）は、1.44倍と前月より0.01ポイント低下。

有効求人倍率は、95ヶ月連続で１倍台を維持。

正社員有効求人倍率（原数値）は、1.08倍と前年同月より0.04ポイント上昇。

雇用失業情勢は、求人が求職を上回る状況が継続しており、着実に改善が進んでいる。

・令和5年5月の【有効求人倍率】(季節調整値)は、前月より0.01ポイント低下。
・【有効求職者数】は、前月比（季節調整値）で1.0％増、前年同月（原数値）で1.7％増。
・【有効求人数】は、前月比（季節調整値）で0.3％増、前年同月比（原数値）で3.7％増（29ヶ月連続増加）。
・【新規求職者数】は、前年同月比（原数値）7.5％増、【新規求人数】は、前年同月比（原数値）3.7％増となった。
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本県の労働市場における有効求人倍率（季節調整値）は、有効求職者数（同）が前月比1.0％増加し、有効求人数（同）は前月比0.3％増加したことか

ら、前月より0.01ポイント下回り、1.44倍となった。
新規求職者数（原数値）は、前年同月比で7.5％(341人）増加となった。なお、有効職者数（原数値）は、前年同月比で1.7％（375人）と2か月ぶりの増

加となっている。

新規求職者（一般フルタイム･パート）を求職時の態様別にみると、前年同月比で在職者が8.8％（95人）増、離職者は6.2％（191人）増、無業者が

13.4％（55人）増となった。なお、 離職者のうち、事業主都合離職者は12.5％（85人）増となっている。
一方、新規求人数（原数値）は、前年同月比で3.7％（333人）増加となった。また、有効求人数（原数値）は、前年同月比で3.7％（1,019人）の増加で

29ヶ月連続となっている。

新規求人数を産業別にみると、前年同月比で18産業中10産業で増加となった。内訳としては、情報通信業で254.4％（496人）増、運輸業、郵便業で

42.8％（118人）増等となる一方、サービス業（他に分類されないもの）19.7％（358人）減、卸売業、小売業で4.9％（47人）減等（18産業中8産業で減少）

となったことから、全体で333人（3.7%）の増加となった。
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有効求人倍率の動き 宮 崎 全 国（倍）

５年

Press Release

宮崎労働局発表

令和5年6月30日解禁

【照会先】
宮崎労働局職業安定部
部 長 伊藤 昌史
職 業 安 定 課長 宮元 三治
地方労働市場情報官 児玉 聡子

（代表電話）0985（38）8823

季節調整値

季節調整値

＊令和元年度（平成31年4月を含む。）

４年
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１．新規求職の動き＜季節調整値＞

新規求職（パートを含む、人）
令和４年 　 令和5年

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月

4,409 4,442 4,286 4,309 4,353 4,443 4,245 4,295 4,474 4,385 4,395 4,637

0.7% 0.7% -3.5% 0.5% 1.0% 2.1% -4.5% 1.2% 4.2% -2.0% 0.2% 5.5%

２．新規求人の動き＜季節調整値＞

 

令和４年 　 令和5年

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月

10,586 10,386 9,841 10,811 10,352 9,711 10,707 10,242 9,896 10,408 10,654 9,789

9.4% -1.9% -5.2% 9.9% -4.2% -6.2% 10.3% -4.3% -3.4% 5.2% 2.4% -8.1%

３．職業紹介状況について（パートを含む）＜原数値＞

就職（パートを含む、件）
令和3年 　 令和4年

６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月

1,889 1,663 1,557 1,736 1,684 1,603 1,319 1,470 1,608 2,245 1,711 1,704
令和5年 　 　 　 　

６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月

1,734 1,547 1,532 1,551 1,605 1,534 1,325 1,282 1,706 2,288 1,769 1,763

-8.2% -7.0% -1.6% -10.7% -4.3% -4.3% 0.5% -12.8% 6.1% 1.9% 3.4% 3.5%

令和３年 　 　  令和4年

６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月

43.3% 39.4% 36.3% 40.8% 39.0% 41.4% 41.0% 30.1% 36.7% 45.7% 27.7% 37.3%
令和5年

６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月

39.5% 37.0% 36.8% 37.7% 38.5% 40.1% 44.6% 27.2% 37.4% 46.6% 29.5% 35.9%

４．正社員有効求人倍率の動き＜原数値＞

 
（注）ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和３年９月以降の数値の取扱いについては、１頁の（注2）を参照

* 季節調整法はセンサス局法Ⅱ（Ⅹ-12-ARIMA）による。なお、令和4年12月以前の数値は、令和5年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

* 季節調整法はセンサス局法Ⅱ（Ⅹ-12-ARIMA）による。なお、令和4年12月以前の数値は、令和5年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

<数値の対比は前月比>　　

新規求職数

前月比

前月比

新規求人

<数値の対比は前月比>　　

新規求人（パートを含む、人）

次回公表予定日　令和5年8月1日（火）

就
職
件
数

対前年同月比

就
職
率

<数値の対比は前年同月比>　　

○【新規求人数】（季節調整値）は、9,789人で8.1％（865人）減少となった。

○【新規求職者数】（季節調整値）は、4,637人で5.5％（242人）増加となった。

○【職業紹介状況】は、紹介件数が75件（1.8%）減の4,128件となり、就職件数は59件（3.5%）増
の1,763件となった。就職率（対新規求職者）は、1.4ポイント下回って35.9％となった。

○【正社員有効求人倍率】（原数値）は、1.08倍となり、前年同月比で0.04ポイント上昇。
R5.5月・・・正社員有効求人数 13,901人 常用フルタイム有効求職者数12,840人
R4.5月・・・ 〃 13,215人 〃 12,669人
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別表１　職業紹介状況（新規学卒者を除きパートタイムを含む）

　 　

　 　

21,994 21,520 － 21,619 1.7 

＊ 20,528 ＊ 20,333 1.0 20,359 0.8 

２ 新規求職申込件数（件） 4,906 6,001 － 4,565 7.5 

28,724 29,229 － 27,705 3.7 

＊ 29,542 ＊ 29,468 0.3 28,572 3.4 

４ 新規求人数　　 　　（人） 9,381 10,366 － 9,048 3.7 

５ 紹介件数　　 　　 　（件） 4,128 4,109 4,203 ▲1.8 

６ 就職件数　　 　　 　（件） 1,763 1,769 1,704 3.5 

７ 就職率（6/2）　　　　（％） 35.9 29.5 37.3 ▲1.4 

８ 充足数  （件） 1,716 1,725 1,682 2.0 

９ 充足率（8/4）　　　 （％） 18.3 16.6 18.6 ▲0.3 

宮崎県  1.44 1.45 ▲0.01 1.40

全 　国  1.31 1.32 ▲0.01 1.25

別表３　雇用保険一般受給者実人員の推移(基本手当基本分、人)

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

令和３年度 4,223 4,275 4,836 4,921 5,054 4,802 4,461 4,446 4,189 4,014 3,828 3,858

令和４年度 3,891 3,897 4,621 4,742 5,133 4,876 4,482 4,331 4,135 4,070 3,789 3,812

令和５年度 3,922 4,286

　　　　(受給者実人員＝失業給付を実際に受けた受給資格者の実数をいう)

別表４　安定所別有効求人倍率（原数値、倍）

宮　崎 1.33 1.37 1.25 0.08

延　岡 1.25 1.22 1.14 0.11

日　向 1.14 1.18 1.18 ▲ 0.04

都　城 1.62 1.75 1.61 0.01

日　南 0.93 1.02 1.04 ▲ 0.11

高　鍋 1.03 1.08 1.14 ▲ 0.11

小　林 1.21 1.30 1.39 ▲ 0.18

県　計 1.31 1.36 1.28 0.03

令和4年5月 増減率(差)

３ 月間有効求人数 （人）

１ 月間有効求職者数（人）

季節調整値

令和5年4月

（％）

令和4年5月

（注）ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和３年９月以降の数値の取扱いについては、１頁の（注2）を参照

季節調整値

* 季節調整法はセンサス局法Ⅱ（Ⅹ-12-ARIMA）による。なお、令和4年12月以前の数値は、令和5年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

令和5年5月 令和5年4月 令和4年5月

対　前　月 対前年同月
令和5年5月 令和5年4月 増減率(差)

前年同月差
(ポイント)

別表２　有効求人倍率（季節調整値、倍）

令和5年5月
前　月　差
(ポイント)

（％）
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令和5年5月

1.26 1.30 1.14

1.36 1.36 1.33

1.24 1.23 1.17

1.33 1.37 1.39

1.42 1.43 1.34

1.44 1.45 1.40

1.21 1.21 1.35

1.08 1.06 0.85

* 季節調整法はセンサス局法Ⅱ（Ⅹ-12-ARIMA）による。なお、令和4年12月以前の数値は、令和5年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

別表６　パートタイム職業紹介状況(一般パートタイム）

9,128 8,748 8,910

1,969 2,501 1,796

9,521 9,820 9,489

3,102 3,647 2,998

1,530 1,464 1,490

712 676 706

694 656 686

22.4% 18.0% 22.9%

別表７　新規求職申込者の求職時の態様別内訳※令和5年1月分より掲載内容変更（常用フルタイムから一般フルタイム・パートへ変更）

令和5年5月

令和4年5月

前年比

令和5年5月

令和4年5月

前年比

令和5年5月

令和4年5月

前年比

令和5年5月

令和4年5月

前年比

令和5年5月

令和4年5月

前年比

令和5年5月

令和4年5月

前年比

別表５　九州各県の有効求人倍率（季節調整値、倍）

55 50 409無業者

84 66 88

13.4%29.2% ▲ 25.8% 10.0% 2.9% 41.8% 52.0%

＊一般・・・常用および臨時・季節を合わせた数。３ページ別表１職業紹介状況（新規学卒者を除きパートタイムを含む）の２ 新規求職申込件数の内訳とな
る。
（注）ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和３年９月以降の数値の取扱いについては、１頁の（注2）を参照

72 78

65 89 80 70

14.7% 4.3% 3.9% ▲ 7.4% ▲ 1.6% 20.5% 4.2%

76 464

466 407 444 382 327 2,223自己都合

226 486 423 411 376 394 2,316

197

5.6% 10.9% ▲ 3.2% 9.2% 14.5% 21.0% 12.5%

766

18 64 93 130 166 210 681事業主都合

19 71 90 142 190

13.8% 2.9% 2.3% ▲ 2.9% 4.4% 20.5% 6.2%

254

723 3,267

217 543 511 586 619 600 3,076離職者

247 559 523 569 646

80 1,080

5.8% 1.2% 16.2% 6.8% 18.8% 3.8% 8.8%

在職者

109 258 265 283 177

103 255 228 265

14.3% ▲ 0.5% 7.0% 0.3% 9.5% 20.8% 7.5%

83 1,175

4,906

385 887 819 921 823 730 4,565

149

65歳以上 合計

新規求職申込件数

440 883 876 924 901 882

県　  計 24歳以下 25歳～34歳 35歳～44歳 45歳～54歳 55歳～64歳

７　充足数　　　　　　　（件）

0.8 

1.2 

８　充足率　　　　　　　（％） ▲0.5 

５ 紹介件数　　 　　 　（件）

3.5 

2.7 

６ 就職件数　　 　　 　（件）

３ 月間有効求人数　 （人）

9.6 

0.3 

４ 新規求人数　　 　　（人）

１ 月間有効求職者数（人） 2.4 

２ 新規求職申込件数（件）

令和5年5月 令和5年4月 令和4年5月

前年同月

▲0.01

0.00

（％）

熊　本

大　分

0.02

▲0.04

▲0.01

鹿児島

沖　縄

宮　崎

0.00

0.01

佐　賀

長　崎

福　岡

令和5年4月
前月差

(ポイント)
令和4年5月

▲0.04

増減率・差
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別表８　産業別・規模別新規求人状況（原数値）

　　　　項　　　目

　
令和5年5月 令和5年4月 令和4年5月 前 年 前 年

 産業別・規模別 　 同　月 比 (%) 同 月 差
Ａ.B 農、林、漁業 233             282             258             ▲9.7 ▲25

Ｃ 鉱業、採石業、砂利採取業 8                7                18               ▲55.6 ▲10
Ｄ 建設業 787 774 782 0.6 5

Ｅ 製造業 871 896 801 8.7 70

食料品製造業 271             245             224             21.0 47

飲料・たばこ・飼料製造業 53               38               46               15.2 7
繊維工業 67               60               52               28.8 15

木材・木製品製造業 75               81               104             ▲27.9 ▲29

家具・装備品製造業 11               13               7                57.1 4

パルプ・紙・紙加工品製造業 20               7                17               17.6 3

印刷・同関連業 23               39               16               43.8 7

化学工業 31               11               13               138.5 18

石油製品・石炭製品製造業 0                0                0                - 0

プラスチック製品製造業 20               44               34               ▲41.2 ▲14

ゴム製品製造業 2                0                6                ▲66.7 ▲4

窯業・土石製品製造業 23               27               22               4.5 1

鉄鋼業 1                0                1                0.0 0

非鉄金属製造業 0                3                0                - 0

金属製品製造業 57               56               43               32.6 14

はん用機械器具製造業 54               35               30               80.0 24

生産用機械器具製造業 30               21               42               ▲28.6 ▲12

業務用機械器具製造業 22               19               16               37.5 6

19               82               17               11.8 2

電気機械器具製造業 45               55               82               ▲45.1 ▲37

情報通信機械器具製造業 0 5 5 ▲100.0 ▲5

輸送用機械器具製造業 34 36 11 209.1 23
その他の製造業 13 19 13 0.0 0

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 9 8 3 200.0 6

Ｇ 情報通信業 691 630 195 254.4 496

Ｈ 運輸業、郵便業 394 519 276 42.8 118

Ｉ 卸売業、小売業 917 1,149 964 ▲4.9 ▲47

Ｊ 金融業、保険業 41 65 81 ▲49.4 ▲40

Ｋ 不動産業、物品賃貸業 107 150 101 5.9 6

Ｌ 学術研究、専門・技術サービス業 138 173 150 ▲8.0 ▲12

Ｍ 宿泊業、飲食サービス業 522 672 487 7.2 35

宿泊業 141 148 103 36.9 38

Ｎ 生活関連サービス業、娯楽業 268 289 284 ▲5.6 ▲16

Ｏ 教育、学習支援業 152 150 129 17.8 23

Ｐ 医療、福祉 2,634 2,993 2,545 3.5 89

Ｑ 複合サービス事業 45 190 57 ▲21.1 ▲12

Ｒ 1,463 1,339 1,821 ▲19.7 ▲358
Ｓ.T 公務、その他 101 80 96 5.2 5

9,381 10,366 9,048 3.7 333

6,277 6,827 6,016 4.3 261

2,106 2,279 2,076 1.4 30
694 906 646 7.4 48
177 139 115 53.9 62
109 191 164 ▲33.5 ▲55
18 24 31 ▲41.9 ▲13

３００～４９９人

　　    　　　　 　２９人以下

５００～９９９人
１，０００人以上

３０～９９人　　
１００～２９９人

産業分類は、平成25年10月改定の「日本標準産業分類」に基づく。

電子部品・デバイス・電子回路製造業

サービス業（他に分類されないもの）

合                計

規
　
模
　
別

求 人 状 況
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正社員の有効求人倍率（原数値）の推移
別添資料 １

○ 正社員有効求人倍率は、１．０８倍と前年同月より０．０４ポイント上昇。

（資料出所） 宮崎労働局集計
※数値は原数値。
※正社員とは、パートタイムを除く常用のうち、勤め先で正社員・正職員などと呼称される正規労働者をいう。
※正社員有効求人倍率＝正社員有効求人数／常用フルタイム有効求職者数。なお、常用フルタイム有効求職者にはフルタイムの派遣労働
者や契約社員を希望する者も含まれるため、厳密な意味での正社員有効求人倍率より低い値となる。

※令和元年は、平成31年1月～4月を含む。
※ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和３年９月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で「求職者マイページ」を開設
した求職者数が含まれている。

（倍）

平成
17年

平成
18年

平成
19年

平成
20年

平成
21年

平成
22年

平成
23年

平成
24年

平成
25年

平成
26年

平成
27年

平成
28年

平成
29年

平成
30年

令和
元年

令和
2年

令和
3年

令和
４年

令和
５年

1月 0.45 0.43 0.46 0.40 0.28 0.25 0.34 0.39 0.42 0.51 0.59 0.68 0.82 0.98 1.05 1.03 0.98 1.11 1.23

2月 0.43 0.44 0.47 0.40 0.26 0.24 0.35 0.38 0.42 0.51 0.58 0.43 0.81 0.97 1.05 0.99 0.99 1.12 1.21

3月 0.41 0.43 0.43 0.38 0.24 0.24 0.33 0.37 0.41 0.50 0.57 0.67 0.77 0.93 1.01 0.92 0.98 1.10 1.17

4月 0.36 0.39 0.38 0.33 0.21 0.22 0.30 0.34 0.37 0.46 0.53 0.64 0.74 0.90 0.98 0.86 0.95 1.05 1.10

5月 0.32 0.39 0.35 0.32 0.19 0.21 0.29 0.34 0.36 0.46 0.52 0.65 0.75 0.90 0.97 0.82 0.96 1.04 1.08

6月 0.30 0.38 0.35 0.29 0.18 0.21 0.30 0.34 0.38 0.48 0.52 0.67 0.77 0.95 1.00 0.84 0.98 1.09

7月 0.31 0.38 0.35 0.30 0.19 0.22 0.31 0.35 0.40 0.49 0.55 0.67 0.79 0.96 0.99 0.84 1.00 1.09

8月 0.32 0.41 0.37 0.32 0.19 0.24 0.33 0.37 0.43 0.51 0.59 0.71 0.82 0.96 0.98 0.85 1.00 1.11

9月 0.34 0.41 0.38 0.32 0.20 0.26 0.33 0.38 0.45 0.53 0.61 0.73 0.85 0.97 1.01 0.87 1.02 1.12

10月 0.36 0.41 0.39 0.31 0.21 0.27 0.33 0.39 0.46 0.54 0.63 0.76 0.87 0.99 1.04 0.89 1.05 1.15

11月 0.39 0.44 0.39 0.31 0.21 0.29 0.35 0.40 0.47 0.58 0.66 0.77 0.90 1.01 1.07 0.94 1.08 1.17

12月 0.41 0.45 0.41 0.30 0.23 0.33 0.37 0.42 0.50 0.59 0.68 0.81 0.94 1.06 1.10 0.99 1.12 1.26
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「就業地別の求人を用いた有効求人倍率」とは
→実際に就業する都道府県を求人地として集計した有効求人倍率。なお、通常発表している都道府県別
の有効求人倍率は、求人を受理した場所を求人地として集計している。

○ 本社が多く所在する地域では、受理地別の有効求人倍率より「就業地別の求人数を用いた有効求人倍
率」が低い傾向がある。

○ 宮崎県の「就業地別の求人を用いた有効求人倍率」は1.49倍で受理地別の有効求人倍率（1.44倍）
より0.05ポイント高い。

※ 数値は季節調整値。季節調整法は、センサス局法Ⅱ（X－12－ARIMA）による。なお、令和4年12月以前の数値は、令和5年1月分公表時に
新季節指数により改訂されている。

※ 有効求職者数は求職を受理したハローワークが所在する都道府県単位で集計。
※ 季節求人については受理所を就業地とみなしている。
※ 1件の求人に複数の就業地があり、就業地毎の求人数が明確でない場合、それぞれの就業地に順番に求人数を割り当てて配分している。
※ ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和３年９月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で「求職者マイペー

ジ」を開設した求職者数が含まれている。

就業地別の求人数を用いた有効求人倍率（季節調整値）（令和５年５月）

（資料出所）宮崎労働局

別添資料 ２

①
有効求職者数

②
有効求人数

③
就業地別
有効求人数

④
有効求人倍率

⑤
就業地別

有効求人倍率
⑥差

②／① ③／① ⑤－④

令和４年

5月 20,359 28,572 30,701 1.40 1.51 0.11 
6月 20,372 29,143 31,425 1.43 1.54 0.11 
7月 20,411 29,101 31,437 1.43 1.54 0.11 
8月 20,186 29,136 31,416 1.44 1.56 0.12 
9月 20,057 29,405 31,758 1.47 1.58 0.11 
10月 20,112 29,446 31,710 1.46 1.58 0.12 
11月 20,108 29,082 31,241 1.45 1.55 0.10 
12月 20,181 28,886 30,918 1.43 1.53 0.10 

令和5年

1月 20,073 28,813 30,653 1.44 1.53 0.09
2月 20,302 29,736 31,460 1.46 1.55 0.09
3月 20,242 29,525 31,029 1.46 1.53 0.07
4月 20,333 29,468 30,750 1.45 1.51 0.06
5月 20,528 29,542 30,680 1.44 1.49 0.05
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雇用調整助成金を不正に受給した事業主の公表について 
 
 

今般、下記の事業主について、当該助成金を不正に受給したことを確認しましたの

で公表します。 
 

 

事業所 

 

名称 

 

株式会社 りょう 

 

所在地 

 

宮崎市広島２－５－２２ 

 

代表者氏名 

 

代表取締役 吉岡 良祐 

 

事業の概要 

 

飲食サービス業 

不正受給の概要 

 

助成金名 

 

雇用調整助成金 

返還を命じた額 

（返還状況） 
３８，４０８，４００円（納付計画策定中） 

支給決定等 

取消年月日 
令和５年６月８日 

 

 

内容 

 

 

休業していないにもかかわらず、休業したとす

る虚偽の申請書類を作成し、当該助成金を不正

に受給したもの。 

 

 
 

宮崎労働局発表 

令和 5年 6月 30日 

【照会先】 

宮崎労働局職業安定部 

職 業 対 策 課 長  正入木 均 

職業対策課長補佐  蔭山 昌孝 

事業所給付監査官  中田 雅隆 

（電 話 ）0985-62-3125 



雇用調整助成金・緊急雇用安定助成金を受給（又は申請）した事業主の皆さまへ

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク LL050331企01

雇用調整助成金 不正・不適正に 受給していませんか

労働局は積極的な調査を行っています

受給した助成金 ※について、自ら調査を行い、

不正・不適正の場合は、自主申告をしてください！

休業として申請したが、実際には出勤している社員がいた

雇用関係にない者を含めて申請している

申請内容に誤りがあったが、そのままにしている

支給申請は従業員や知人に任せているから安心だ

本来もらうことのできない助成金は、不正受給・不適正な受給にかかわら

ず、原則として会社（事業主）へ返還を求めます。

不正受給に該当する場合、労働局ホームページに「事業主名及び代表者

名」などが公表されます。

代表者が知らなかったとしても、調査の結果、不正受給と判断されること

もあります。

少しでも思い当たるところや不安があれば、裏面をチェック！

こんなことはありませんか？

？
会社の代表の皆さま、こんな風に考えていたら要注意！

自分は実態を把握していないが、休業を指示しただけで問題は無い

実務を把握している社員に任せているから大丈夫

申請は、助成金をよく知る代理人に任せているから問題ない
！

代表者が意図的かどうかにかかわらず、自主申告のない場合、

不正に受給した会社（事業主）は公表されます！！

※ 申請を行った場合（まだ受給していない場合）も含みます。



不正・不適正な助成金であれば自主申告してください

自主申告ではない不正受給事案については、

例外なく事業主名を公表します ※！

労働局が調査を行う前に、自己申告をする必要があります。

• 「調査が来るまで黙っておこう」

• 「不適正のうち一部だけ自主申告しておこう」

は通用しません。

労働局は予告無しの調査を積極的に実施しています。また、自主申告を踏ま

えた調査も行います。

自主申告について 自主申告した場合はどうなる？

自主申告の方法

仮に、不正受給に該当した場合であっても、

受給した金額＋違約金＋延滞金

を迅速に返還していただければ、事業主名の公表を原則として行いません※。

ただし、公表されないからといって、安易に不正受給することは許されません。

不正・不適正にかかわらず、速やかに申請した都道府県労働局にその旨を

ご連絡ください。

要件に合致しないことがわかる書類を労働局に提出してください。

「全体は調査中だが、一部で不適正な部分が見つかり、まずは自主申告し

たい」という場合は、調査中であることも含めて申告をしてください。

※ 調査に非協力的であるなどの場合、自主申告とは認められませんので、自主申告後も調査にご協力ください。
また、特に重大又は悪質の場合は非公表の対象から除きます。

※ なお、返還できないため、公表となる場合であっても「自主申告したこと」を公表する際に記載します。
また、全額の返還・納付後は労働局ホームページから削除することが可能です。

※ 支給決定取消等を行った額が100万円未満を除く。

雇用調整助成金等を申請した事業主は、提出又は提示した書類の写しその他支給要領に規定する各種書類を、
支給決定日から起算して５年間保存する必要があります。当該書類を保存していない場合も、（不正受給では
なくとも、）不適正に該当する場合があるため、ご確認の上、申請労働局にその旨をご連絡ください。

書類保存について



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年度「安全衛生に係る宮崎労働局長表彰式」の実施について 

 

宮崎労働局（局長 坂根
さ か ね

 登
のぼる

）は、令和５年度「安全衛生に係る宮崎労働局長表彰」の

受賞者として、「優良賞」２事業場、「奨励賞」３事業場、並びに「功績賞」２名、「安

全衛生推進賞」１名を決定しましたので、お知らせします。 

それぞれの賞ごとの受賞事業場等は別紙のとおりですが、表彰式を、全国安全週間期間

中の７月３日（火）13 時 30 分からホテルメリージュで実施します（詳細は別添参照）。 

なお、表彰式では、厚生労働大臣表彰として「功績賞」を受賞された１名に対する伝達授賞式

も併せて執り行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【照会先】 

宮崎労働局 労働基準部 健康安全課 

 課       長   松澤  良 

 主任地方産業安全専門官   木野宮柔剛 

       (電話番号) 0985-38-8835 

Press Release   

厚生労働省 宮崎労働局発表 

令和５年６月 23 日 

【参考】 

〇「安全衛生に係る宮崎労働局長表彰」について 

宮崎労働局では、全国安全週間の取り組みとして、毎年、安全衛生水準が極めて

高く、他の模範と認められる優良事業場や、長年にわたり安全衛生水準の向上発展

に多大な貢献をした団体又は功労者に対し、宮崎労働局長から表彰状を授与してい

ます。 

本年度の受賞事業場及び個人受賞者は、別紙「令和５年度安全衛生に係る宮崎

労働局長表彰受賞者名簿」のとおりです。 

 



 

  

〇「全国安全週間」について 

全国安全週間は、昭和３年に初めて実施されて以来、「人命尊重」という基本理

念のもと、「産業界での自主的な労働災害防止活動を推進し、広く一般の安全意識

の高揚と安全活動の定着を図ること」を目的に、戦中戦後の混乱期を含め、一度も

中断することなく続けられ、今年で 96 回目を迎えます。 

近年の労働災害については、墜落・転落などの死亡災害は依然として後を絶たず、

転倒や腰痛といった労働者の作業行動に起因する労働災害による死傷災害が増加

傾向にあります。 

このような状況において労働災害を少しでも減らし、労働者一人一人が安全に働

くことができる職場環境を築くためには宮崎労働局第 14 次労働災害防止推進計画

に基づく施策を着実に推進するための不断の努力が必要で労使一丸となった取り

組みが求められます。 

そのため、令和５年度は、「高める意識と安全行動 築こうみんなのゼロ災職場」

のスローガンの下、全国で７月１日（土）から７日（金）までを「全国安全週間」、

６月１日（木）から 30 日（金）までを「準備期間」として、各職場における巡視

やスローガンの掲示、労働安全に関する講習会の開催など、さまざまな取組が実施

されます。  

（令和５年度「全国安全週間」スローガン） 

「高める意識と安全行動 築こうみんなのゼロ災職場」 



 
 
 

令和５年度 

安全衛生に係る厚生労働大臣表彰受賞者名簿 

 

１ 功績賞 
  地域、団体又は関係事業場における安全衛生活動において指導的立場にあり、当該

地域、団体又は関係事業場の安全衛生水準の向上発展に多大な貢献をした個人に対

する表彰 

 

 ● 原田
は ら だ

 紘光
ひろみつ

 

   一般社団法人 日本労働安全衛生コンサルト会 宮崎支部長 

   （原田労働安全衛生コンサルタント事務所 所長） 

※（一社）日本労働安全衛生コンサルタント会宮崎支部の事務局長、支部長として、同

支部の活動計画の立案及び調整を行う等、同支部の運営を支え、地域の安全衛生水準

の向上発展に多大に貢献している。

別 紙 



 
 
 

令和５年度 

安全衛生に係る宮崎労働局長表彰受賞者名簿 
 

１ 優良賞 

  地域の中で、安全衛生に関する水準が特に良好で他の模範であると認められる事業

場又は企業に対する表彰 

 

≪選択評価事項：安全確保対策≫ 

 ● 有限
ゆうげん

会社
がいしゃ

和田
わ だ

木材
もくざい

  

    小林市細野 1250 

    林業 

※予め、作業現場全体を踏査した結果、崩壊危険個所及び伐木作業時に危険性の高い箇

所などを地図にプロットし、立木の育成状況を踏まえたリスクアセスメントを行い、

作業を開始している。また、ヒヤリハットが発生した際、各作業員が、原因の究明、

実施すべき作業行動の検討及び他の作業員の意見を確認することで、職場全体の安全

意識及び能力向上を図っている。 

≪選択評価事項：安全確保対策≫ 

 ● 富士
ふ じ

電機
で ん き

株式
かぶしき

会社
がいしゃ

 

   延岡
のべおか

くじら池
いけ

太陽光
たいようこう

発電所
はつでんしょ

建設
けんせつ

工事
こ う じ

  

    延岡市上伊形町 2868 番 9 外 

    建築工事業（太陽光発電設備設置工事） 

※重機災害防止を積極的に図っており、各重機に「セフティアラート」を装着し、重機

周辺に作業者が接近した際はアラームで警告することで重機との接触を防止している

ほか、路肩にひと山残しの実施、赤旗・注意喚起旗・カラーコーンを設置することで

重機運転中の墜落・転落防止を図っている。 

 



２ 奨励賞 

 地域の中で、安全衛生に関する水準が良好で改善のための取組みが他の模範であると認

められる事業場又は企業に対する表彰 

≪選択評価事項：安全確保対策≫ 

 ● 株式
かぶしき

会社
がいしゃ

興電舎
こうでんしゃ

 宮崎
みやざき

支店
し て ん

 

宮崎市佐土原町下那珂字下ノ山 2940 番地 63 

    電気通信工事業 

※本社に安全管理室を設け、同室の主導の下、リスクアセスメント、改善提案活動など

自主的な安全衛生活動を展開している。また、毎月、安全衛生委員会を開催し、労使

双方の意見を出し合うほか、年２回社内の安全大会を開催することで労働者の安全衛

生意識の高揚を図っている。 

≪選択評価事項：健康確保（有害物）対策≫ 

 ● 宮崎
みやざき

富士通
ふ じ つ う

コンポーネント株式
かぶしき

会社
がいしゃ

 本社
ほんしゃ

工場
こうじょう

 

日南市大字東弁分乙 1011 

    電気機械器具製造業 

※化学物質リスクアセスメントの実施に加え、化学物質取扱責任者が化学物質管理カー

ドを作成し、化学物質の取扱作業者に危険性・有害性のほか、着用すべき保護具の必

要性を周知している。加えて、看護師が常駐する健康管理室を設け、労働者の健康確

保の強化を図っている。 

≪選択評価事項：安全確保対策≫ 

 ● 安藤
あんどう

･ 間
はざま

・上田
う え だ

工業
こうぎょう

特定
とくてい

建設
けんせつ

工事
こ う じ

共同
きょうどう

企業体
きぎょうたい

 宮崎
みやざき

育成
いくせい

牧場
ぼくじょう

作業所
さぎょうしょ

 

   宮崎
みやざき

育成
いくせい

牧場
ぼくじょう

諸施設
しょしせつ

整備
せ い び

工事
こ う じ

  

宮崎市花ヶ島町大原 2347 

    建築工事業（鉄骨・鉄筋コンクリート業） 

※災害リスクの高い作業について「繰り返さないための安全10項目」を独自に策定、関

係請負人に周知しているほか、各作業場所に掲示し、見える化を図り、労働者の安全

意識向上を図っている。加えて、安全衛生強調月間を定めて、重機の死角確認やＶＲ

による危険体験を実施し、災害防止を図っている。 



３ 功績賞 
   地域の中で、地域、団体又は関係事業場における安全衛生活動において指導的立場

にあり、当該地域、団体又は関係事業場の安全衛生水準の向上発展に多大な貢献を

した個人に対する表彰 

 ● 矢崎
や さ き

 武
たけし

 

    独立行政法人労働者健康安全機構 宮崎産業保健総合支援センター 基幹相談員   

（西部労働衛生コンサルタント事務所代表） 

※宮崎産業保健総合支援センターの相談員として産業保健活動に長く携わり、また、産

業保健研修会の講師を務め、宮崎県における産業保健従事者の人材育成、産業保健活

動の推進に多大に貢献している。 

 

● 岡留
おかどめ

 信夫
の ぶ お

 

公益社団法人建設荷役車両安全技術協会宮崎県支部  

特定自主検査研修講師兼巡回指導員 

（コマツ宮崎株式会社 営業本部サービス事業部長） 

※（公社）建設荷役車両安全技術協会宮崎県支部の巡回指導員として、長年にわたり車

両系建設機械等の特定自主検査に関する技術指導を行うほか、特定自主検査研修の講師

を務め、検査員等の養成と教育に多大に貢献している。 

 

４ 安全衛生推進賞 

   地域の中で、長年にわたり安全衛生関係の業務に従事し、地域、団体又は関係事業

場の安全衛生水準の向上発展に多大な貢献をした個人に対する表彰 

● 富永
とみなが

 吉郎
よしろう

 

宮崎県中部地域産業保健センター コーディネーター 

 

※中部地域産業保健センターのコーディネーターとして、事業場や医療機関への訪問活

動等を通じ、健康診断実施後の医師の意見聴取、ストレスチェックに係る高ストレス

者や長時間労働者に対する面接指導等を積極的に行い、産業保健活動の推進に多大に

貢献している。 



 

 

  

 

『令和５年度安全衛生に係る宮崎労働局長表彰式』 

 

表彰式を下記により、執り行います。 

 

                記 

 

１ 日 時 令和５年７月３日(月) 午後１時３０分から 

 

２ 場 所 ホテルメリージュ ３階 鳳凰の間 

     （宮崎市橘通東３丁目１－１１、℡０９８５－２６－８９９２） 

 

３ 主 催 宮崎労働局 

 

４ 式次第 

（１） 開 式 

（２） 宮崎労働局長挨拶 

（３） 宮崎労働局長表彰状授与 

（４） 閉 式 

 

５ 記念撮影   閉式後（午後２時００分頃から） 

 

６ 取材は、予約なしでも可といたします。 

   

 

 

別 添 
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就職氷河期世代活躍支援
プラットフォーム会議を開催

５月24日、ハローワーク宮崎
（宮崎新卒応援ハローワーク）で

は、宮崎市と共催のもと、令和６

年３月高校卒業予定者の採用・選

考に係る求人申込説明会を宮崎市

民文化ホールで開催しました（ほ

かの地域では、５月19日にハロー
ワーク都城主催により都城市ウエ

ルネス交流プラザで開催、５月23
日にハローワーク延岡主催でZoo

mを用いた説明会をオンラインに

より開催しました）。

当説明会は、６月１日からの高

卒求人受理開始に向けて、県内企

県内の就職氷河期世代（概ね35
～55歳）の支援に官民が協働で取
り組むことなどを目的とする第７

回みやざき就職氷河期世代活躍支

援プラットフォーム会議を約2年

半ぶりに対面で開催しました。宮

崎労働局、宮崎県、経済団体等が

参加し、就職氷河期世代の方々へ

の各種支援の取組や実績報告を行

いました。

令和2年から令和4年までの3年

間を「第１ステージ」とし、令和

5年から令和6年の2年間を発展的

な「第２ステージ」と位置づけ、

これまでの取組や実績を踏まえ、

令和５年７ 月 １ 日（土）
～ ７ 日（金）

事業主に新規学校卒業者の採用ルールを説明

業担当者へ求人の申込方

法、公正採用選考・男女

雇用機会均等の徹底等に

ついて説明し、併せて県

内企業担当者と高等学校

担当者との意見交換を実

施するもので、今年度３

会場での参加企業は473社、
参加高校は56校でした。
また、適正な採用選考 るルールについて説明し、不適切

な内定取消等を行うことがないよ

う理解を求めました。

前年度の就職内定者に占める県

内企業への就職内定者の割合は、

令和５年３月末時点で65.2％と過
去２番目の水準となっており、今

後も関係機関との連携を図り、県

内企業の魅力発信に取り組んでま

いります。

年次有給休暇を上手に
活用し働き方・休み方を
見直しましょう

等の実現に向けて、高校生の推薦・

採用選考開始時期等、応募に関す

不安定な就業状態にある方、長期

にわたり無業状態にある方、社会

参加に向けた支援を必要とする方

等に必要な支援が届くよう、構成

機関がより一層連携・協力するこ

とを確認しました。

説明者は伊藤職業安定部長

企業と学校担当者との交流会の様子



年間330人の求職者に技能習得の支援実績
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職業訓練を活用しよう！

大学生が労働法を学ぶ

高校生向け合同会社説明会（県南
地区）が開催されました

５月23日から３回に分けて、宮
崎国際大学で194人に向けて労働
法講話を行いました。労働法の講

義というより、就職活動や就職し

て実際に働くときに知っておいて

ほしいことや、学生アルバイトで

起こりそうなトラブル事例を挙げ

ながら説明をしました。

トラブルはない方がいいですが、

労働法を知ることで役立つことが

あればいいなと願いながら講義を

終えました。

去る6月１日、坂根局長、伊藤

安定部長は、県内で最大の職業訓

練実施施設である独立行政法人高

齢・障害・求職者雇用支援機構宮

崎支部宮崎職業能力開発センター

ふるさとの企業を知ろう！

宮崎国際大学で講話 ６月８日ハローワーク日南は、

県南工業開発地域推進協議会（会

長：日南市長）の一員として、高

校２・３年生を対象とした「合同

会社説明会」を開催しました。

徒が参加しました。参加した高校

生からは「地元の企業の話を聞け

る機会がなかなかないので、貴重

な経験になりました」との声が聞

かれました。また、企業からも

「合同会社説明会」

は、日南市と宮崎労

働局との雇用対策協

定に基づき開催して

おり、企業が対面に

より高校生に対し自

社の魅力を伝えるこ

とで、高校生が地場

産業や企業について

学び、地元で働くこ

との素晴らしさを感

じる機会とすること

を目的としたもので

す。

会場となった南郷

ハートフルセンター

に日南市・串間市に

就業場所がある企業37社と日南
市・串間市の５校から169名の生

「外部に会社の存在を

知ってもらえる機会が

これまでなかった。地

元の若い人達に知って

もらえる貴重な機会で

あり、ありがたいと感

じています」との感想

をいただきました。

高校生にとっては、

直接企業の担当者から

話が聞ける貴重な機会

として、また、企業に

とっては自社を知って

もらい魅力をアピール

する機会となりました。

今後も、関係機関と

連携を図り、地元企業

の魅力発信に取り組んでまいりま

す。

↑ 会場の様子 ↓

（ポリテクセンター宮崎）の施設

見学を行いました。ポリテクセン

ターでは、溶接技術や製造に関す

る機械操作、電気設備や住宅リ

フォーム、ビルメンテナンス等の

主に物づくりに関する専門技能の

習得を中心に年間約330人の求職
者に対して技能習得の支援を行い、

充実した就職支援により、高い就

職率を達成しています。

各訓練科目の見学においては、

金属加工技術科において、ＡＲ溶

接（拡張現実＝現実空間の中に映

像化されたものが反映され、溶接

の疑似体験が可能となる技術）に

ついての実演や、ＣＡＤ・ＮＣ加

工科での３ＤＣＡＤの説明等を受

けました。また、意見交換では、

ＤＸ人材の育成に対応する科目の

整備や受講申込者の高齢化等があ

げられ、現状での課題の共有が図

られました。

講義をする
松山就職支援ナビゲーター


